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Ⅱ 目指すべき都市づくり 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 現状と課題 
 

３ 都市計画に関する課題 
(1) 人口減少･超高齢社会の進行 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 上位計画等における将来像 
(1) 21 世紀兵庫長期ビジョン（H23.12） 
(2) まちづくり基本方針（H25.3） 

・安全・安心のまちづくり  ・環境と共生するまちづくり 
・魅力と活力あるまちづくり ・自立と連携のまちづくり 

(3) 兵庫県地域創生戦略（2015-2019 年度）（H30.3 改定） 
(4) 兵庫 2030 年の展望（H30.10） 
(5) 国における都市政策の流れ 

・集約型都市構造化   ・都市と緑・農との共生 
・コンパクト・プラス・ネットワーク（立地適正化計画） 
・都市のスポンジ化対策 ・スマートシティの実現に向けて 

１ 兵庫県の都市計画区域の現状 
・都市計画区域及び区域区分の状況 
・都市計画区域マスタープラン等の状況 

見直し基本方針について 
社会経済情勢の変化に対応するため、以下の都市計画に
ついて、おおむね５年ごとに定期見直しを実施。 
（次回は目標年次を 2025 年として、2020 年度に見直しを予定。） 
 
①都市計画区域マスタープラン 
②都市再開発方針等  ③区域区分 

持続可能な生活圏の確保 

公共交通ﾈｯﾄﾜｰｸの維持･確保 

地域の魅力の向上と地域間

交流の促進 

市街地や集落地の低密度化対策 

大規模集客施設の立地誘導 

産業用地開発への対応 

大規模集客施設の立地によ
る中心市街地の衰退 
新たな高速道路IC周辺等で
の産業用地需要の高まり 

都市基盤施設の戦略的な維
持管理・更新 
都市基盤施設整備計画の適
切な見直し 
 

防災・減災への更なる対策 気候変動の影響 
事前復興まちづくりの考え方 
 

都市基盤施設の老朽化 
人口減少社会における都市
施設の維持管理や更新 

県人口の減少、高齢者人口
の増加（H27国調） 
交通弱者の増加 
情報化社会の進展 
インバウンド需要の増加 
空き地・空き家の増加 

課 

題 

課 

題 

課 

題 

課
題 

背 

景 

背 

景 

背 

景 

低炭素・循環型社会の構築 

都市と緑・農との共生 
低密度都市でのCO2排出量 
都市農地を「あるべきもの」
とする位置付けの明確化 

課 

題 

背 

景 

背
景 

地域創生の取組と兵庫 2030
年の展望 
県と市町との役割分担 

活力ある地域社会の構築 
地方分権の進展と広域的課
題への対応 

課 

題 

背 

景 

(2) 防災対策の必要性の増大 

(3) 都市の維持管理コストの増大 
 

(4) 地球環境への配慮 

(5) 産業構造の変化 

(6) 地域の主体性の高まり 

(2) 地域のイニシアティブ（主導）による魅力的な都市づくり 
ア エリアマネジメントの促進 

・住民、事業者等の地域の担い手による「エリアマネジメント」の取組促進 

イ 地域資源を生かした魅力ある都市づくり 

・インバウンド誘致を含む多様な地域間交流の拡大 
・広域景観の保全・創造や良好な景観を阻害する放置施設等への対応 
・空き地・空き家の利活用やリノベーションによるまちの再生の促進 
・都市農地の保全や都市農業の振興による都市と農の共生 
ウ 民間投資の誘導 

・都市活動の中心的な役割を持つ民間投資の適切な誘導 

・医療・福祉、商業施設等の立地が維持される一定の人口をもった地域の形成 

・都市計画法等の特例制度や税制優遇・補助等による立地支援の実施 

・PPP（公民連携）の推進や PRE（公的不動産）の効率的な管理運営 
エ 情報ネットワーク等の活用 

・情報ネットワークや革新的技術を活用した都市づくりの検討 

(1) 安全・安心な都市空間の創出 
ア 総合的な防災・減災対策による安全な都市づくり 

・地震・津波対策の強化 

・台風や集中豪雨による浸水被害や土砂災害
に対する総合的な治水対策や災害に強い森
づくりの推進 

・土砂災害特別警戒区域の指定や事前復興ま
ちづくりの考え方を踏まえた土地利用等の
検討 

イ 誰もが健康で社会参加できる安心な都市づくり 

・ユニバーサル社会づくりの推進 

・健康寿命延伸に向け、医療・福祉施策との連
携を通じた高齢者の社会参加や外出の促進 

・女性の社会進出、共働き世帯の増加等に対
応した子育て支援施設の整備促進 

(3) 持続可能な都市構造の形成 
ア 本県の現在の都市構造 
・旧五国からなる「日本の縮図」とも言われる、多様な自然と多彩な歴史が一体となった基盤の上に都市づくりが展開。 
・大都市圏～地方都市圏～多自然地域圏が一体として存在し、拠点市街地が都市圏域を持って位置し、基幹交通でネットワーク化。 

イ 地域連携型都市構造化 （各都市機能集積地区の特色を生かした都市機能の分担と地区間のネットワーク化） 
 

 
 
 
 
 
 
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・大都市、地方都市、中山間地等が産業、医療・福祉、
商業等の諸機能に置いて役割分担・相互連携し、各地
域が活力を持って自立できる都市構造を目指す。 

・交通ネットワークで連携し、人・もの・資本・情報等
の環流による新たな交流や地域のにぎわいを創出。 

地域連携型都市構造化による効果 

「未来の活力」の創出 
・公共交通や福祉サービスの効率的提供 
・地域の特性に応じた産業立地の促進 

「暮らしの質」の追求 
・医療・福祉施設、商業施設等にアクセスしや
すい高齢者等が歩いて暮らせるまちの形成 

・まちのにぎわいや生活の質の維持・向上 

「ダイナミックな交流・環流」の拡大 
・自家用車から公共交通への転換 
・二地域居住やツーリズムの進展による多自
然地域と都市部の交流の拡大 

地域連携型都市構造の実現に向けた基本的な考え方 

■ 地域連携型都市構造のイメージ 

エリアごとの基本的な方針 

 市街地エリア 
・低未利用地の活用 
・土地の高度利用 
・市街地の集約・縮小 
・魅力的な歩行者空間の

整備 

市街地以外のエリア 
・サービス機能の確保 
・都市との交流促進等に 

よるにぎわいの創出 
・交通ネットワークによる

都市機能の補完 

都市機能の役割分担と連携の方針 
 都市機能の集積度及び県域の広さ等に応じて都市機能

集積地区を位置付け、適切な役割分担の下に相互連携。 
 
交通ネットワークの方針 
・交通インフラの整備状況や利用頻度等の地域の実情に応
じた適切な輸送手段により、地区間を連携。 

・自動運転等の新技術に対応した交通ネットワークの在り
方について検討 
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 (3) 地域の実情に応じた都市構造の方向  

・地域ごとに、都市機能の既存集積ストックや交通インフラの整備状況、地域形成の経緯、自然環境等の実情や将来像

を踏まえるなど、地域の実情・特性に応じた都市構造化が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 各都市計画の見直しの考え方   
１ 都市計画区域マスタープランの見直し方針 

(1) 目標年次  
・21 世紀兵庫長期ビジョンの展望年次である平成 52 年の都市の姿
を展望しつつ、2025 年を目標年次とする。 

(2) 策定単位 
・広域的な圏域として設定する６地域ごとに、複数の都市計画区域
を対象とした一体の都市計画区域マスタープランを策定。 

(3) 構成及び記載内容 
・広域的・根幹的な内容についての記載を充実。 
・「都市づくりの基本方向」と「地域別方針」から構成。 
都市づくりの基本方向 
目指すべき都市づくりとして、安全・安心な都市空間の創出、地
域のイニシアティブ（主導）による魅力的な都市づくり、持続可
能な地域連携型都市構造の形成を提示。 

地域別方針 
地域ごとに、地域の都市づくりの目標、地域連携型都市構造化の
方向性、土地利用、市街地整備、都市施設等の都市づくりに関す
る方針を記載。 

２ 都市再開発方針等の見直し方針 

(1) 都市再開発の方針 

・既存ストックの有効活用や大規模工場の移転跡地等の適切な利活用 

・鉄道駅周辺等の拠点となる地区への都市機能の強化、維持 

・周辺景観との調和、身の丈にあった再開発の推進、民間活力の積

極的活用に配慮。 

(2) 住宅市街地の開発整備の方針 

・｢兵庫県住生活基本計画｣（H29.3 改定）との整合 

・計画的な市街地の整備又は開発が必要な地区の重点地区への位置付け 

(3) 防災街区整備方針 

・密集市街地等の防災上の危険性の検証 

・事業の進捗や地域住民のまちづくり意識を踏まえた防災再開発促
進地区の見直し 

３ 区域区分の見直し方針 

(1) 目標年次におけるフレームの設定 
・基準年次：平成 27 年（2015 年） 目標年次：2025 年 
・人口フレーム方式による市街化区域の規模の設定 

(2) 市街化区域への編入 
・既に市街地を形成している区域又は計画的な市街地整備が行われ
る区域のうち、事業の妥当性及び確実性を備えた必要最小限の区
域を編入。 

(3) 市街化が見込めない区域の措置 
・当分の間市街化が見込まれない区域や防災上の理由から都市活動
に適さない区域等は市街化調整区域へ編入。 

・市街化区域内の活用・保全することが望ましい集団的な農地、山
林等については、生産緑地地区等を指定。 

(4) 市街化調整区域の土地利用 
・住民生活の安定と地域の活力維持が必要な区域は、特別指定区域
制度や地区計画の活用等により秩序ある土地利用を誘導。 

・都市機能の更新や国際的な観光交流の促進による広域都市拠
点の機能維持 

・隣接する拠点間での都市機能の集積・相互補完 
・内陸部の交通結節点における地域拠点としての都市機能維持 
・交通結節点以外の地域拠点における生活拠点としての都市機
能の維持及び他の地域拠点との連携強化 

・市街化圧力の低下に対する都市農地等を生かした必要に応じ
た市街地の縮小 

・地域の将来像や実情に応じた集落活力を維持する計画的なま
ちづくりの促進 

ア 神戸・阪神地域  約 329.8 万人（平成 22年）→約 289 万人（平成 52 年）約△12％ 

・民間投資の促進による広域都市拠点の機能強化 
・国外・県外との広域連携やインバウンド誘致の強化による国際
競争力の強化 

・利便性の高い公共交通ネットワークを生かした隣接する拠点間
での都市機能の集積・相互補完 

・適切な土地利用の誘導や都市農地の保全による都市機能が集
中する駅周辺への居住集積による高密度の人口維持 

・市街化圧力の低下に対する周辺環境との調和や地域環境の悪
化防止等に配慮した必要に応じた市街地の縮小 

・都市機能の集積（統廃合）やコミュニティバス等による拠点間の
連携強化 

・交通結節点における地域拠点としての都市機能の維持 
・平地部の市街地における適切な土地利用の誘導による必要に
応じた市街地の縮小 

・地域の将来像や実情に応じたデマンド型交通の導入や情報通
信ネットワークの強化による拠点と集落間との連携維持・確保 

(5) 持続可能な都市づくりに向けた土地利用の規制・誘導 

・現在区域区分を定めている都市計画区域においては、引き続き区域区分を定め土地利用コ
ントロールを実施。 
- 市街化区域においては、立地適正化計画、都市再生事業、地区計画や景観に関する計画等
を活用した魅力を高めるまちづくりを推進。大規模な集客施設の立地については、広域土
地利用プログラムの活用により立地誘導・抑制を図る。 

- 市街化調整区域においては、開発許可制度の弾力的な運用や地区計画制度等の活用によ
り、地域の活力の維持に資する計画的なまちづくりを推進。 

・非線引き都市計画区域等においては、緑条例の考え方を基本とし、都市計画法に加え他法
令の規制誘導手法を活用した、重層的な土地利用コントロールを促進。 

・都市農地について、食料生産や防災・環境・景観等の都市環境を向上させる多面的機能を
生かした、緑豊かなゆとりある土地利用の実現を促進。 

・大規模な工場の移転等に伴う土地利用転換に対する、用途地域の変更や地区計画等の決定
等による望ましい市街地環境へ誘導。 

・新たな広域インフラの整備を契機とした産業用地開発に対し、地区計画等を用いた計画的な開発整備を誘導。 

(4) 成熟社会における効率的な 
都市基盤施設整備 

・「ストック効果の最大化」に向け
た、既存ストックの有効活用や
長寿命化、戦略的な維持管理・
更新 

・都市計画決定されている都市施
設等の定期的な見直し 

・地域特性に応じた柔軟な市街地
整備 

・ＰＲＥの情報整理・一元化と規
模の最適化や機能の複合化（多
機能化）等による効率的な管理
運営 

拠点病院の再編・整備、地域内外を結ぶ基幹道路の整備等が進
行、インバウンドを含む観光・交流の強化 

都心三宮の再開発構想、新名神高速道路開通等の広域交通機
能の強化 

大規模再開発による都市機能強化、東播磨道・播磨臨海地域道
路の計画推進等によるネットワークの強化 

イ 播磨地域   約 185.5 万人（平成 22年）→約 149.0 万人（平成 52年）約△20％ 

ウ 但馬・丹波・淡路地域  約 43.5 万人（平成 22年）→約 29.4 万人（平成 52年）約△32％ 
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